
事業の内容 

中小企業等の省エネ・生産性革命投資促進事業 
平成27年度補正予算額  442.0億円 

事業目的・概要 

導入する設備ごとの省エネ効果等で簡易に申請が行える制度を創設し、

中小企業等の省エネ効果が高い設備への更新を重点的に支援します。 

 「長期エネルギー需給見通し」（平成27年7月）における省エネ量の

根拠となった産業・業務用の設備を中心に対象とします。なお、対象設

備がトップランナー制度対象の場合は、トップランナー基準※１以上の設

備を補助対象にします。 

高効率な省エネ設備への更新により、中小企業等の事業の生産性や

省エネ性能を向上させ、競争力の強化につなげます。 

※１ 指定された製品のうち、その時点で最も省エネ性能に優れた製品の省エネ水準、 
技術進歩の見込み等を参考に定められたエネルギー消費効率の基準 

事業イメージ 

成果目標 

長期エネルギー需給見通しにおける、省エネ目標(5,030万kl)の達成

に寄与することを目指し、省エネ設備の導入を支援することで、約

1,200億円を超える国内設備投資を創出するとともに、エネルギーコス

トの削減を通じて、中小企業等の生産性を向上させ、企業の競争力を

強化します。 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

資源エネルギー庁 省エネルギー対策課 
03-3501-9726 

国 民間団体等 

補助 

事業者 

補助（1/3） 

 補助対象者 

  全業種、事業活動を営んでいる法人及び個人事業主 

省エネルギー設備への更新等を支援 

FEMS※２ 
例 高効率空調 

空調 

照明 

例 高効率照明 

炉 

例 低炭素工業炉 

給湯 

例 ヒートポンプ式 
給湯器 

ボイラ 

例 高性能ボイラ 

生産性・省エネ性の向上 

競争力強化 

  ※２ FEMS（ファクトリー・エネルギー・マネジメント・システム 
      ：工場におけるエネルギー管理を支援するシステム 


